
和歌山県における働き方改革について
・週休2日工事
・ICT活用工事

和歌山県 県土整備部 県土整備政策局
技術調査課 技術基準班

働き方改革関連法に関する説明会
（建設業における時間外労働の上限規制等について）



週休２日工事について

1

週休２日工事を推進し、担い手の確保、
若手技術者の離職防止、職場環境の改善を。

建設業で働く方の時間外労働の上限規制
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➢ 県土整備部が発注する建設工事が対象

ただし、以下工事は除く
・単価契約
・随意契約※

・営繕関係
・週休2日交替制工事※

週休２日工事実施要領

【対象工事】 ＜実施要領2．＞

※社会的要請や現場条件の制約等により現場閉所を行うことが困難な工事は、「週
休２日交替制工事」で発注

他産業と遜色ない建設業の働き方の実現に向け、「完全週休２
日（土日）」の取組を取り入れ、建設現場の就労環境の改善を
図るとともに、若手入職者の確保・育成を促進する。

【目 的】 ＜実施要領１．＞
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➢ 「完全週休２日（土日）」
評価期間が７日以上の工事において、評価期間の全ての週の土日で現場閉
所を行ったと認められる状態。受注者の責によらず※土日に施工を行わざるを
得ない場合は、事前に協議した上で、土日に代わる現場閉所日を指定した場
合も「完全週休２日（土日）」を達成

➢ 「月単位の週休２日」
評価期間において、２８日（４週）を１期間として全ての期間単位で４週８休以上
の現場閉所を行ったと認められる状態

➢ 「通期の週休２日」
評価期間において、４週８休以上の現場閉所を行ったと認められる状態

【用語の定義】＜実施要領3．＞

※天候によるものを含む

週休２日工事実施要領
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工事着手日（現場事務所等の設置または測量等の実際の工事のた
めの準備工事に着手した日）から現場完成日（現場作業が完了し
た日（出来形管理の測量、後片付けは除く））までの期間

ただし以下の期間を除く。
・年末年始６日間および夏季休暇３日間
・工場製作のみを実施している期間および工事全体を一時中
止している期間
・発注者があらかじめ対象外としている内容に該当する期間
・受注者の責によらず現場作業を余儀なくされる期間
・空港事業（「空港土木請負工事積算基準」に基づく工種区分
により間接工事費を積算した工事）の場合は、空港の運用制
限により作業が中止となった期間

【対象期間】 ＜実施要領3．＞

週休２日工事実施要領
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【今回の主な改定内容】

➢ 空港事業、港湾事業及び漁港事業以外の事業で補正係数に
よる補正を廃止

➢ 空港事業、港湾事業及び漁港事業で労務費に係る補正係数
の削除

【完全週休２日（土日）】 【完全週休２日（土日）】

土木・空港 漁港・港湾 土木 漁港・港湾 空港

労務費 1.02 ー 労務費 ー ー ー

共通仮設費率 1.02 ー 共通仮設費率 ー ー 1.02

現場管理費率 1.03 ー 現場管理費率 ー ー 1.03

【月単位の週休２日】 【月単位の週休２日】

土木・空港 漁港・港湾 土木 漁港・港湾 空港

労務費 1.02 1.02 労務費 ー ー ー

共通仮設費率 1.01 1.02 共通仮設費率 ー 1.02 1.01

現場管理費率 1.02 1.03 現場管理費率 ー 1.03 1.02

R8.7.15～現　行

補正係数 補正係数

補正係数補正係数

＜実施要領６．別紙１＞

週休２日工事実施要領
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➢ 工事発注時
空港事業は「完全週休２日（土日）」を達成した場合の補正係数、また港湾事
業及び漁港事業は「月単位の週休２日」を達成した場合の補正係数を各経費
に乗じた予定価格を作成する。空港・港湾・漁港事業以外の事業は補正係数
による補正を行わない。

➢ 工事契約後
発注者は、初回打合せ時に「完全週休２日（土日）」（港湾事業及び漁港事業
は「月単位の週休２日」）に取り組む工事であることや、空港・港湾・漁港事業
においては達成できない場合の減額金額を工事打合せ簿で受注者に通知す
る。

➢ 工事着手後から竣工まで
完全週休２日（土日）の取り組みにあたって、受注者の責によらず土日に施工
を行わざるを得ない場合は、事前に協議した上で、土日に代わる現場閉所日を
指定する。土日に代わる現場閉所日を指定する場合は同一の週で指定し、１週
間に２日間以上の現場閉所を行う。１週間は「月曜日から日曜日まで」を基本
とする。

【実施の流れ】 ＜実施要領5．＞

週休２日工事実施要領
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➢「完全週休２日（土日）」（港湾事業及び漁港事業は「月単位の週
休２日」）の達成が確認できる場合は、和歌山県県土整備部工事
成績評定にて加点。

➢初回打合せ時において、受注者側に「月単位の週休２日」（港湾
事業及び漁港事業は「通期の週休２日」）に取り組む姿勢が明ら
かに見られなかった場合は、必要に応じ、和歌山県県土整備部工
事成績評定にて減点。

➢完全週休２日（土日）（港湾事業及び漁港事業は「月単位の週休
２日」）に関する点数を減ずる措置は行わない。

【工事成績評定】 ＜実施要領７．＞

週休２日工事実施要領



ICT活用工事
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建設業就業者の現状
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ICT活用工事とは

➢ ICT工事とは、「３次元起工測量」「３次元設計データ作成」「ICT建設機械に
よる施工」「３次元出来形管理等の施工管理」「３次元データの納品」の各段
階でICT施工技術を活用する工事

➢ 発注方式
・発注者指定Ⅰ型・・・全段階活用を指定
・発注者指定Ⅱ型・・・部分活用を指定
・受注者希望型 ・・・各段階の活用を受注者が提案して実施

土工、
導入型
作業土工（床掘）
付帯構造物設置工
法面工
地盤改良工
舗装工
河川浚渫
舗装工（修繕工）
構造物工（橋梁上部）
構造物工（橋脚・橋台）
擁壁工
コンクリート堰堤工
基礎工

実施要領の工種
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実施要領・積算要領の主な改定内容（１）

➢ 土工1,000m3未満の小規模工事を対象に、
ICT活用工事（導入型）を新たに追加

対象工種：河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工

これまで

土工

・土工1,000m3以上
・土工1,000m3未満

土工
・土工1,000m3以上

導入型

・土工1,000m3未満

R8.7.15～
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実施要領・積算要領の主な改定内容（２）



実施要領・積算要領の主な改定内容（３）
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○受注者希望型

対象工事
発注
方式

④３次元
出来形管理

工事成績加点

必須
（面管理）

全面活用型

ステップアップ型 必須
（断面管理）

ファーストステップ型 必須
（断面管理）

必須
（面管理/断面管理）

必須
（面管理/断面管理）

必須
（面管理/施工履歴）

必須
（施工履歴データ）

必須
（断面管理/施工履歴）

必須
（面管理/断面管理）

○発注者指定型

発注方式 工種
④３次元

出来形管理
工事成績加点

必須
全プロセス活用

2点（0.8点）

必須項目活用
1点（0.4点）

必須

全プロセス
活用

2点（0.8点）

全プロセス
活用

2点（0.8点）

上記以外
1点（0.4点）

対象工事外で
あっても加点は

可とする。

必須

必須

必須

必須
（2次元MG建設機械）

選択

ＩＣＴ活用工事

①３次元
起工測量

対象工事
②３次元設計
データ作成

③ＩＣＴ
建機施工

⑤３次元
データ納品

法面工

舗装工

河川浚渫工
（バックホウ浚渫船）

選択

導入型
※土工

1,000m3未満

必須
（単点計測技術）

必須
（単点計測技術）

発注者指定
Ⅰ型

土工
（河川土工・海岸土工・
砂防土工・道路土工）

必須

舗装修繕工（切削） 必須

コンクリート堰堤工  他

地盤改良工（安定処理・
中層混合・スラリー撹拌）

土工量2,000㎥
以上の工事

作業土工（床掘）

予定価格
1,500万円
（税抜き）

以上
の工事

ただし、事業
主管課と協議

の
整わなかった

工事を除く

受注者
希望型

選択 必須
土工（河川土工・海岸土工・

砂防土工・道路土工）

工種
①３次元
起工測量

②３次元設計
データ作成

③ＩＣＴ
建機施工

⑤３次元
データ納品

発注者指定
Ⅱ型

1,500万円以上かつ
土工量2,000㎥未満の

工事のうち、発注機関が指定
通常建機（選択）必須選択

（法面工・舗装工の試行）

必 須 （ＩＣＴ全面活用・面管理）

出来形管理用ＴＳの活用（断面管理）

選

択

必

須

必

須

選 択

令和８年７月

必 須 （ＩＣＴ全面活用・断面管理）

R8.7.15～
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「３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用」
の費用計上の考え方（１）

補正係数の費用計上
適用工種・適用外工種一覧

ＩＣＴ活用工事の適正な積算について（補足）別紙１
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ＩＣＴ活用工事の適正な積算について（補足）別紙２

「３次元出来形管理・３次元データ納品の費用、外注経費等の費用」
の費用計上の考え方（２）
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ICTアドバイザーについて（１）

発注機関 技術調査課 （一社）日本建設機械施工協会
施工技術総合研究所

対象工事の発注
（ICT活用工事）

受注者決定
アドバイザー活用希望の確認

アドバイザー派遣の日程調整（調整出来ない場合もあります）

アドバイザー派遣依頼（技術調査課 → 施工総研）
アドバイザー２名 １回あたり１時間程度

三者（発注者（技調）・受注者・アドバイザー）会議の実施

➢ 対象工事受注後、施工計画確定前に実施（アドバイザーの支援を受けながら施工計画を立案）

ＩＣＴ活用の検討を通じて各現場の生産性向上を図る ⇒ 受注者の技術力向上

➢ 各現場１回を想定（ただし、他の工事における三者会議の日程と併せて２回目以降の実施も可）

➢ 工事完成後、受注者は報告書（アドバイスを受け改善した点、効果など）を作成し発注者に提出

アドバイザー費用の支払（技術調査課 → 施工総研）

※ 国交省のＩＣＴ関連基準作成に携
わっており、ＩＣＴ施工に精通。

※ 近畿インフラＤＸセンターＩＣＴ
活用研修講師。

※ 特定の建機メーカー、ＣＡＤソフ
トに偏らずアドバイスが可能。

※ 派遣にあたってはその都度依頼。
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ICTアドバイザーについて（２）

R4 R5 R6 R7 R8※ 合計

実施件数 11 13 7 35 19 85

※R8.9月末時点

令和７年度ICTアドバイザー受講者アンケート結果

・現場図面に合わせて説明があり分かりやすかった。
・ICTの仕組みなど色々多様な使い方があると感じたため
自社で勉強して共有したいと思った。
・ICT活用工事で断面管理も含まれることがわかった。
・普段議論する機会がない。このような機会は有難い。
・動画を見てすごい便利だと思った。
・現状使用しているが、再確認できた。
・三次元データを使う事で今までしていた管理などが楽に
なると思った。 アンケート回答数84名

52%
48%

とてもために
なった

ために
なった
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ICT活用工事 事例（１）

令和７年度近畿地方インフラDX大賞特別優秀賞を受賞
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ICT活用工事 事例（２）



安全管理の強化について



週休２日工事実施要領
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出典：労働災害統計（職場のあんぜんサイト）

（人）（人）

休業４日以上の死傷災害の推移（建設業）
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事故の型別休業4日以上の死傷災害（建設業）

出典：グラフでみる和歌山県の労働災害 令和7年度版（和歌山労働局）

①事故発生状況（和歌山県内）

●和歌山県内の事故の型別休業4日以上の死傷災害（建設業）

事故の型別休業4日以上の死傷災害（建設業）

22



2 2 2 
1 1 1 

9 

4 

9 

4 

2 

4 

8 

1 
0

2

4

6

8

10

12

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8.9月末時点

死亡事故

（件）

（年度）

①事故発生状況（県土整備部発注工事）

県土整備部発注工事における事故発生件数の推移
（休業４日以上の死傷事故及び公衆物損事故（R8年9月末時点））

R1～R6は毎年、
死亡事故が発生

事故の発生状況（県土整備部発注工事）
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○高所からの墜落・転落の事故が多発

○労働安全衛生法等に定められた安全管理に関する
基本的事項が遵守されていない

○熱中症予防対策が十分でない。
・労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行（令和７年６月１日）
・事業者に対し、「早期発見のための体制整備」、「重篤化を防止する
ための措置の実施手順の作成」、「関係作業者への周知」を新たに
義務付け

・令和８年３月に「職場における熱中症防止対策のためのガイドライン」を
公表（厚生労働省）

・警備員も含め、STOP!熱中症クールワークキャンペーンにおける
ポスター、リーフレット等（厚生労働省HP等に掲載）を参考に
対策をお願いします。

事故の発生状況
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高所作業とは

労働安全衛生法令では、墜落・転落による労働者の危険を
防止する措置として、高さ２メートル以上の箇所で作業を行
う場合には、作業床を設け、その作業床の端や開口部等には
囲い、手すり、覆い等を設けて墜落自体を防止することが原
則。

しかし、こうした措置が困難なときについて、労働者に要
求性能墜落制止用器具（旧：安全帯）を使用させる等、代替
の墜落防止措置が認められている。

出典：労働安全衛生法令における墜落防止措置と安全帯の使用に係る主な規定
（厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課）

墜落・転落事故防止
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週休２日工事実施要領

要求性能墜落制止用器具とは

○政令等の改正

・胴ベルト型安全帯による、墜落時の内臓
の圧迫や胸部等の圧迫による危険性

・国際規格等におけるフルハーネス型安全
  帯の採用

・安全帯 ⇒ 墜落制止用器具に名称変更
・性能要件の見直し
・特別教育の新設

【要求性能とは】
「墜落による危険のおそれに応じた性能を
有する」の意（安衛則第130条の５）

出典：安全帯が「墜落制止用器具」に変わります！（厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署）

墜落・転落事故防止
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熱中症について
労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行（令和7年6月1日）

熱中症予防対策の徹底
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出典：厚労省リーフレット

熱中症予防対策の徹底

28



熱中症予防対策の徹底
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熱中症について
厚生労働省のリーフレットを参考

に適切な対応をお願いします。

出典：STOP！!熱中症クールワークキャン
ペーン

（厚生労働省HP）

熱中症予防対策の徹底
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R8.7.15～

熱中症予防対策の徹底
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週休２日工事実施要領
事故の再発防止について

○発生事故の詳細を作業区分別に県HPに掲載

○掲載内容と同様の作業が見込まれる工事につ
いては、類似の工事における再発防止の観点
からの周知事項等を施工計画書の安全管理
に反映して下さい。

・説明の抜粋

32



ご静聴ありがとうございました。

LIFE
work
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